
 1 

（鉄道総研月例発表会講演要旨） 

人間科学分野における最近の研究開発 
人間科学研究部 

部長 小美濃幸司 
 

１．はじめに 
 

 鉄道総研の人間科学研究は旧国鉄鉄道労働科学研究所の研究を継承し、労働科学から人間科学

へとその対象範囲を広げ、その取り組みが昨年50年を迎えた。現在、安全心理、人間工学、安全

性解析、生物工学の4研究室体制で、運転適性検査、ヒューマンエラー防止、運転士支援、事故・

異常時の対応、車内快適性、リスク評価、利用環境に関する研究など、鉄道の安全性・快適性の

向上に貢献する人間科学研究に取り組んでいる。ここでは、これまでの取り組みを踏まえながら、

人間科学分野で行っているこれら最近の研究開発について解説する。 

 

２．安全管理支援 
 

 2006年に運輸安全一括法が施行され、運輸安全マネジメント制度が開始し、運輸事業者が

「PDCAサイクル」の考え方を取り入れ、安全管理体制の構築に取り組んで8年以上が経過した。

この間、鉄道総研でも安全マネジメント支援となる研究を行っており、「事故のグループ懇談手法」

「鉄道総研式ヒューマンファクタ分析法」「職場の安全風土の評価法」を提案してきた。かつては

インフォーマルな場での雑談や業務後の懇親会などを通して、ヒヤリハット経験や事故防止の工

夫などが世代間で共有されていたのだが、時代とともにそれも難しくなってきている。そこで開

発されたのが「事故のグループ懇談手法」であり、職場で事故の原因や対策について4～10人く

らいでディスカッションを進めるもので、自然に情報が共有されて安全意識が向上する方法や留

意点が「事故のグループ懇談マニュアル」にまとめられている。「鉄道総研式ヒューマンファクタ

分析法」は、ヒヤリハットも含めて事故やトラブルの背景要因を的確に分析するための手法であ

り、重大な事故に繋がる可能性のあるハザードを発見し、有効な事故防止策の提案に活かすこと

ができる。この分析に必要な基礎知識や活用例などがハンドブックにまとめられている。「職場の

安全風土の評価法」は職場の現状に関する100程度の質問に職員に回答してもらい、職種の特徴

に応じた重み付けや同条件の職場との相対評価を加味して安全風土に関する個々の要因に評価を

算出する手法である。この結果をもとに職場の課題や職場づくりの改善点を議論するものである。 
 また、鉄道事業者がリスク管理をする上で必要なリスク分析の研究も進めている。最近の研究

に「鉄道利用者の認知によるリスクの重み付け算出法」「積雪・寒冷地における踏切安全評価手法」

がある。これまでにリスクマネジメント支援のためエラーの最大影響と発生のしやすさとの組み

合わせからなるリスク値にエラー誘発要因の影響度を加味した「エラーリスク管理支援手法」を

提案しているが、さらに今回、社会から信頼される事業者という観点から、鉄道利用者に社会の

リスクに対する価値観等を調査したところ、事象の発生件数について実際のリスクと鉄道利用者

の見積ったリスクにはズレがあることが確認された。そこで、このズレをリスクの評価に反映さ

せるため「鉄道利用者の認知によるリスクの重み付け算出法」を開発した。このズレは自身が遭
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遇する可能性を表す「近接性」と影響の大きさや危険性を表す「恐ろしさ」の2因子モデルで説

明でき、開発手法では、これらを点数化した「近接性得点」と「恐ろしさ得点」の合算値として

鉄道利用者の認知によるリスクの重みを算出する。さらなる検証が必要と考えているが、こうし

た社会的認知の影響評価は鉄道事業者のリスク管理に役立つものと考えている。 
 また、運転事故の中で踏切事故の占める割合は高く、鉄道事業者としても長年にわたって踏切

事故対策に取り組んできている。線路高架化などにより踏切の数は減少してきているものの、現

在でも日本全国で３万箇所以上あり、対策について踏切に優先順位を考えたり、また、対策内容

について考えたりするための情報が必要であることから、鉄道総研では踏切事故件数を予測する

ための統計解析を行ってきた。そこで得られた予測式で踏切を評価する方法を踏切安全性評価手

法と呼んでいる。今回の発表「積雪・寒冷地における踏切安全性評価手法」では積雪寒冷地のよ

うに冬期の気象による影響で事故に至る事象も説明できる予測式を提案する。 
 

３．教育訓練 
 

 これまでも乗務員の教育訓練に

関する研究を行っているが、近年

では自ら考えること、気づくこと

を促す指導法の研究が多くなって

きている。その背景として、知識

を身につける指導は必要ではある

が、さらに現場で着実に能力を発

揮できるように、一段高いレベル

の教育訓練を目指し、意識を高めることに主眼を置いた指導方法を検討していることがある。そ

のためには指導に際しての支援ツールについても考慮することが重要であり、使いやすく効果的

な教材や体感システムを提案していることも、一連の研究の特徴となっている。例えば、異常時

運転シナリオによって異常時の心理過程をシミュレータ訓練で疑似体験し、次にデータに基づい

て客観的に振り返ることで自身の心理状態と運転行動の特徴を意識化する運転士用教育訓練プロ

グラム（異常時対応能力向上プログラム；図1）を提案している。そして2012年にはこのプログ

ラムが機能する上で重要な役割を担うシミュレータオプションツール（振り返り支援システム）

を開発した。最近の研究成果でいえば「指差喚呼の効果体感ソフト」「自己チェックを活用した安

全コーチング」「運転再開見込み情報の社内教育向け視聴覚教材」が挙げられる。 
 安全確認の手段として指差喚呼は広く用いられているが、そのエラー防止効果を各自が実感し

続けるのは難しく、ときに現場で形骸化してしまうことがある。それを防ぎ、指差喚呼の正しい

実施を促すために、パソコン課題のエラー体験を通して、指差喚呼の効果を実感できるのが「指

差喚呼の効果体感ソフト」である。指差喚呼には５つのエラー防止機能があるとされているが、

このソフトウェアはそれぞれの効果を体験できるようになっている。 
 安全指導を効果的に行うためには、一人ひとりの個性に応じた対応が理想的である。そのよう

な指導を目指して「自己チェックを活用した安全コーチング」では注意能力を自己チェックし、

その結果をフィードバック、本人が心配だと感じる特性に対して、それがエラーにつながらない

ような自主的な工夫を促していく安全教育手法を提案している。継続的なコーチング面談によっ

 
図 1 異常時対応能力向上プログラム 

異常時運転シナリオ体験

経過時間 (分)

ATS照査速度

ATS動作情報

ブレーキ
ハンドル

ノッチ位置

列車速度

車掌との通話
指令との通話

笛弁操作

運転行動と運転環境の可視化システム画面

データによる振り返り（気づき）



 3 

て工夫を支援していく他、事前にグループ・ミーティングで自主的な工夫についての知見を増や

す手順を組み込んでいるところに特徴がある。ここでは対象を運転士としているが、他の職場で

の指導にも応用可能と考えている。 
 事故などにより列車の運行が停止した際，運転再開見込み情報を早い段階から案内することが

利用者の不満の低減に有効である。しかし，見込み情報は内容の変更が重なったり，情報が途絶

えたりすることがあるため，鉄道会社の社員は案内に慎重になる傾向が高い。そこで，利用者心

理、行動テータに基づいて情報の早期案内の重要性と利用者の不満抑制に効果的な案内方法につ

いて示した視聴覚教材を開発した。この教材を使った教育訓練手法により、より多くの従業員が

早期案内の重要性を理解して主体的に実践するようになるとともに、その意識が長期的に維持さ

れることが確認された。 
 

４．車内環境改善のための評価手法 
 
 車両の利便性、快適性はサービス向上にとって重要なテーマであり、人間科学の観点から列車

の揺れ、車内騒音、温熱環境、臭いといった各要因に対して実態調査や実験的研究を推進してい

る。また、車内の安全面ということでは、万が一、列車が衝突した場合の被害軽減の観点から、

車内衝突安全性の評価手法について研究を進めている。以下、関連の４つの話題を紹介する。 
 現在列車の揺れについては、周波数の比較的高い振動と曲線で生じる慣性力に起因する周波数

の低い揺れのそれぞれについて、快適性向上検討に必要な乗り心地評価法と乗り物酔い評価法の

研究を進めている。乗り心地と乗り物酔いのどちらについても車両の加速度に基づいた評価指標

を提案しているところであるが、これらの指標を車両の振動や運動制御、軌道管理の品質向上に

おいて有効に活用するための取り組みも行っている。たとえば、乗り心地が悪い地点、乗り物酔

いが起こりやすい区間が特定できることできめ細かな対策を検討できるようになると考えられ、

そうした地点や区間を特定できるような指標の改良を行っている。さらに、地点毎に算出される

乗り心地指標を走行環境や振動加速度の成分などと同時に表示する「乗り心地情報一元表示シス

テム」も開発した。 
 車内の温熱環境については空調設備が普及するにつれ大きく改善されてきたものの、現在も利

用客からの苦情が多い要因である。理由のとして利用客の温熱環境の要求水準が高くなっている

ことが挙げられ、要求に応えるためにはより詳細な実態調査と不快に感じるメカニズムを明らか

にする必要がある。そこで、夏期の通勤列車内の温熱環境を測定し、さらに通勤列車特有の温度

変化を模擬した体感実験を実施して、夏期の通勤列車内の温熱快適性に影響する要因を把握した。

この結果から、「車内温熱環境の快適性指標」を開発し、本指標が体感実験で得られた温熱環境に

対する人の不快度を的確に表現できていることを確認した。 
 現在日本人男性の体格が大きくなり、女性の運転士登用が進んでいるといったことから、運転

士の体格差が広がってきており、運転台設計において各寸法の見直しが重要な要素となってきた。

一方、ユニバーサルデザインに関する研究の中で、幅広い体格を考慮した手すりの設計や吊革の

設置高さについて被験者試験を実施し、データに基づいた最適な設計寸法を提案してきた。こう

した研究ノウハウを活かし、多様な体格の乗務員にとって使いやすい運転台にむけた設計支援ツ

ールの開発に取り組んでいる。その１つの成果として、運転士の型紙である「運転姿勢テンプレ

ート」が提案されている。「運転姿勢テンプレート」は、多様な体格の人を対象とした実験に基づ
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いており、運転台の図面に簡単に重ねて平均的な運転姿勢を示すとともに、ボタンが操作しやす

い範囲や適切な足台高さなどの情報が付帯している。例えば、運転姿勢における身体細部の位置

を確認し、座席の調節範囲や機器配置の適切な範囲を簡易に検討できる。 
 車内環境の向上には、安心できる車両設計を支援する研究も人間科学の重要な取り組みである。

代表的な研究として、万が一、列車が衝突した場合の乗客被害軽減を目的とし、乗客挙動シミュ

レーションを活用した車内安全性の検討がある。一連の研究で、衝突事故で乗客が内装品とぶつ

かる現象を解析し、通勤列車のロングシートの袖仕切り、荷棚、手すりの安全設計の提案を行っ

てきた。最近では、乗客が内装品とぶつかる現象を推定するため、ダミー人形の一部を内装品に

打ち当てる衝撃試験を実施し、データをシミュレーションモデルに反映させて精度向上を図って

いる。現在、鉄道専用の新しい人体シミュレーションモデルを開発中であり、車内の安全性評価

の対象範囲が大きく広がり、総合的な安全性の高い車両設計に貢献できることが期待されている。 
 

５．その他の環境改善のための調査 
 
 さらに最近の取り組みとして、バリアフリー環境改善のための視覚障害者誘導用ブロックの敷

設法、鉄道環境で発生する磁界の健康影響の評価、車両や駅構内の臭いの調査などがある。 
 視覚障害者誘導用ブロックは形状が JIS 規格により定められているが、駅への敷設方法等のル

ールについては、事業者や地域で異なるケースが生じており、ユーザーから統一を求められてい

た。このため、国や関係機関からの委託を受けて、ブロックの敷設法を一元化するための一連の

実験を実施し、ホームの敷設法について国のガイドラインの改訂に貢献してきた。最近では、階

段部の敷設法について調査・検討を行っている。 
 磁界の健康影響については、近年公共の場として鉄道分野においてもの商用周波数磁界につい

て規制が適用されることとなった。一方、鉄道車両に関する数 kHz～数十 kHz 帯は健康影響に

ついて知見がほとんどないため、その影響を調べている。現在のところ、磁界の遺伝子変異等の

遺伝子への作用、細胞分化への影響に対していずれも有意な影響が認められておらず、今後、さ

らに調査を進めていく予定である。 
 駅構内での臭いについては、気になる場所としてトイレがあげられるが、効果的な対策を打つ

ためには臭いの発生機序を明らかにする必要がある。そこで、

トイレ内の物質を分析した結果（図2）、アンモニアが不快臭

の主要成分であることがわかり、アンモニア発生要因の解明を

実施した。トイレの菌には尿素を分解し、アンモニアを発生さ

せるものがあり、細菌量、温度、尿素の量と染込みが重要な要

因であるとの結果が出ている。 
 

５．おわりに 
 
 以上、人間科学分野の最近の研究について紹介した。こうした調査・研究を通じ、鉄道の利便

性、快適性、安全性が向上している一方、利用客が鉄道関係者に期待するレベルも高くなってい

ることを強く感じている。鉄道総研では、そうした期待に応えるために、実態を的確に反映した

研究成果を目指していきたいと考えている。 

 
図 2 駅トイレの臭いの調査 


